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I.はじめに

本 正

「金融資本」分析にとって金融市場視角が不可欠の基礎視角であるという乙

とは， R.ヒJレファディングの『金融資本論』体系1) （第1篇～第3篇）の理論

構成にもはっきりとうかがう乙とができるヘ しかし， 従来からこの視角は必

ずしも明確ではなく， このために『金融資本論』体系の理解は余りに一面的な

ものに制約きれざるをえなかった3）。 なるほど， ヒノレファデイングにおける独

占の無視， あるいは軽視を批判する通説に対して， 『金融資本論』を「過渡期

の理論」とみる論者は， 体系構成における「独占形成」論（第2篇第11章～第

12章）の内容を重視してきたけれどもぺ それが「金融資本」範噂導出のもう

一方の柱である 「銀行と産業との緊密化」論（第1篇第3章～第2篇第10章）

との関係において論じられない限り， 通説的な理解に対する有効な批判とはな

りえない九なぜなら，構造的関連を抜きに，体系構成をもっぱら「金融資本」

範噂規定との「支配」規定上の論理的な対応関係という面からだけみるならば，

信用制度論的アプローチをとる 「銀行と産業との緊密化」論を主軸に論理が構

成されているととになり，これを論拠として F.エノレスナー以来の「流通主義
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的偏向J批判がなされてきたからである九従って， 体系的関連を明確にする

乙となく， ただ独占形成過程分析の固有の課題を中心に「独占形成」論の意義

を強調することは，「独占形成」論が論理的に体系構成からはみださざるをえな

い点を問題にし， これを批判する理解に対して7)' 何ら積極的な批判的意義を

もちえないばかりではなく， 議論それ自体がすれ違いに終ってしまうことにな

ろうめ。

乙うした通説的理解に対する批判の核心は， ヒノレファデインク、において，「金

融資本」範噂規定が「銀行と産業との緊密佑」論との対応においてのみ導出さ

れているのではなく，逆に資本の集中＝集積論的アプローチをとる「独占形成」

論乙そが構造的に「金融資本」の基底的な基礎をなすものであり， 体系構成上

からも論理展開上の事実上の起点に位置するという点にある9）。むしろ，「独占

形成」論の展開方法に規定されて， 「銀行と産業との緊密化」論が構成されて

いるというべきなのである。

いうまでもなく，金融市場（調達資本の共同源泉），株式会社（資本調達機構）

は独占形成の不可欠の前提をなすものであるが， ヒノレファデイングはこの金融

市場論（第7章，第8章） を「銀行と産業との緊密化」論の結節環としてすぐ

れて信用制度論的に展開することによって， 金融市場・株式会社の成立を通じ

て信用制度の構造変化が惹起きれざるをえないこと， そしてこうした金融市場

・信用制度（「兼営」銀行）との総体的関連のもとに，独占形成への契機が造出

されてくる関係にあることを呈示した。 つまり，ニ系列の導出論理は固定資本

の増大－→巨大化という生産過程の構造変化に即した形で展開されているので

あり，「銀行と産業との緊密化」論が固定資本の増大という論理段階において，

金融市場・株式会社を編成軸として「過剰資金」体制（所得貨幣の利子うみ資

本化〉下での信用制度の構造変化を論じているのに対して，「独占形成」論の方

は？ この「過剰資金」体制のもとで信用制度とめの総体的関連において押し進め

られる資本の集中＝集積が， 固定資本の巨大化の論理段階において，過剰資本

を形成するに至る過程を理論的に析出レたものに他ならなかった。 この相互関

係のもとでは， 資本の集中＝集積の進展が独占形成に至る準備過程において金
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融市場・信用制度との総体的関連を不可欠の前提とし， 乙の総体的関連のもと

での銀行と産業との緊密化傾向とそれが内包する 「産業支配」の可能的契機が，

独占の形成によってはじめて顕在化し， 現実的契機へと転化するわけであるか

ら，乙の意味において「独占形成」論は導出論理の基軸をなし， かっ論理構成

の起点をなすものといわねばならない10）。

本稿は， ヒノレファディング『金融資本論』の体系上に占める「独占形成」論

の以上のような基底的な構造とその展開方法を分析する乙とによって， 通説的

なヒノレファディング批判とは逆にむしろ独占形成析出の視角に規定されて，「銀

行と産業との緊密化」論が展開されている点を解明しようとするものである。

〔註〕

1) R. Hilf er ding, Das FinanzkaJうital,1910, Wien, Dietz Verlag，〔1947),

1955.岡崎次郎訳『金融資本論』岩波書店（岩波文庫），上・中1955年，下1956年。
以下，引用に際しては頁数のみを示す。

2) 『金融資本論』における金融市場論の構造的位置については，拙稿「ヒルファデ

ィング証券市場論と産業支配の構造」（『証券経済学会年報』第11号，1976年，所収）

を参照されたい。

3) 『金融資本論」の体系理解を中心とした諸説の検討については， 拙稿「「金融資

本論』の基本構成一一金融資本と金融市場（1）一一」（九大大学院『経済論究』第38

号）を参照されたい。

4）代表的なものとして，野田弘英氏の以下の論稿をあげることができるO 野田弘英

「ヒルファディング『金融資本論』の理論的性格について」（九大大学院『経済論

究』第四号）〈野田①〉，同「金融資本論の研究（1）一一『総カルテノレ』論の特質一一」

（九州大学『経済学研究』第34巻第4号）〔野田②〕。

野田氏は『金融資本論』を「過渡期における理論」（野田①， p.15.）と性格規定

し，第3篇こそはヒルファディングの「問題意識からして『金融資本論』の中枢的

位置を占めるもの」（同上， p.2.）とされる。氏がここで強調されるのはヒルファ

ディングによってなしとげられた「独占化してゆく個別経済主体の意識的自主的な

機能展開」（野田②， p.53.）の描写方法に他ならない。これを「構造分析をふまえ

た動因（機能）分析ではなく，諸動因における過程的時間の運動の生まの描写にお

いて， 流動的構造が映されている」（同上）と評価され， いわば歴史相対主義的と

もいうべき接近方法によって，ここに「金融資本論J体系全体を規定するヒルファ
ディングの基本的な問題意識とその時代との関わりを読みとろうとされるわけであ

る。

5）飯田裕康氏は野田氏と全く対照的な見解をとられる（飯田裕康「ヒルファディン

グ経済学における理論と歴史J，慶応大学『三田学会雑誌』第62巻第7号）。飯田氏
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は野田氏と同様に，『金融資本論』を「過渡期の論理J（同上， p.69.）と規定され
るが，むしろ体系全体の要点をなすのは信用論であるとされ（向上， p.74.），信用

論の論理展開上に擬制資本論，株式会社論が位置づけられ，その結果，独占論は形

態論的分析に制約されることになったといわれる（同上， p.76.）。

この飯田説に対して野田氏は体系的批判を加えられるのだが（野田弘英「ヒルフ

ァディングの金融資本理論の特質」，『金融経済』第127号，〈野田③〉），注意すべき

ことは氏がここで体系構成の基本性格を「独占形成論と株式制度生成論とが溶け合

って，本書の金融資本論は成り立っている。」（同上， p.31.）とされたことであろう。

氏は「銀行制度の展開が株式制度の生成を先導する」（同上， p.30.）のであり，

「資本信用は株式会社の形成（発行業務）を不可避的に予定し媒介するもの」（同上）

と主張された。そしてこの点に「資本信用」の「固有に媒介的・動的・形成的な経

済過程についての概念」（同上）的性格を見い出されるのである。つまり氏の強調

点は，銀行誘導型の株式制度生成論が独占佑過程の動態的分析の性格をもっという

ことにおかれていて，このことの強調が，いつのまにか独占形成論と溶けあうこと

の論拠とされている。しかし，いうまでもなく，ニ系列の導出論理の関係が論理的に

明らかにされない限り，通説批判の課題は未解決のままであるといわねばならない。

6）周知のように， エルスナーのヒルファディング批判は次のようなものである。

「生産の内部でおこなわれた発畏過程の顧慮の不足のため， ヒルファディングは金

融資本について普遍妥当的な定義をあたえることができない。金融資本の発生をヒ

Jレファディングは， 流通部面の内部でおこなわれる過程から主としてみちびきだ

す。」（F. OelBner，“Vorwort zur NeuausgabeヘDαsFinanzkapital, Di-
etz Verlag, SS. XXVI-XXVII.エルスナー「新版序文」，林要訳『金融資本論

1 j大月書店（国民文庫），1964年，所収， p.37.）「ヒJレファディングにあっては独

占が生産の集積からの有機的な発展でないことを，われわれは発見する。そして同

じことが金融資本についてもいえる。ヒルファディングは主として流通部面におけ

る過程に注目する。だから，かれにあっては，大経営の発展つまり独占の発生と金

融資本の発生とのあいだに，なんの関係もないことを，われわれは発見する。」（Ibid.,

S. XXVII.前掲邦訳， p.38.）一定の裁断基準にしたがって，「独占形成J論の体

系的位置を徹頭徹尾，否定した典型的な批判方法であるが，現在の通説的論者の見

解がこのような批判内容のものでないことは改めていうまでもない（〔註）I-8参

照）。
7）星野中「ヒルファディング「金融資本論』の基本的構造とその問題点一一研究史

上の位置との関連において一一」（内田義彦・小林昇編『資本主義iの思想構造』岩
波書店， 1968年，所収）〔星野①〉，参照。

8）例えば， 星野氏は次のように主張される。「通説は，信用論→株式会社論の展開

の内部でのみ『金融資本論』の構造を理解する傾向にある」が，『金融資本論Jの
基礎視角は「資本の集中ないし集積論にあり，信用論→株式会社論をつうじて展開

される金融資本規定はそのー側面である」（星野中「帝国主義。論史における「社会

化』論的系譜（1）一一降旗氏の所説をめぐって一一J，大阪市立大学『経済学雑誌』
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第72巻第2号， 〔星野②）， p.16.）と。氏によれば，「『金融資本論』の第l～第3

篇の展開には，多くの場合，無視されたり軽視されたりするが，信用論→株式会社

論という展開とは別のもう 1つの論理の筋道が存在する。第3篇の第11章～第13章

で展開されている競争→独占論がそれである。」（同上， p.21.）かくてこの「並行

する 2つの展開一一信用論と競争論ーーーを統一する視角」こそ「『近代」資本主義

の特徴」を「2側面に具体化された『集積過程』としてとらえる観点」に他ならな

かった（向上， p.24.）。星野氏はこの基本認識に立った上で，にもかかわらず， ヒ

ルファディングの体系が実際には信用論→株式会社論の論理系譜主導型の理論構成

になっている点を批判されているのである。

9）この点は重ねて強調してきた論点である。前掲拙稿「ヒルファディング証券市場

論と産業支配の構造」，同「『金融資本論』の基本構成」を参照されたい。

10）私見と同様に， 二系列の導出論理の内的関連のもとに，「独占形成」論の体系的

位置を論究したものとして，中田常男氏の次のような一連の論稿がある。中日常男

「「金融資本論』の論理構造(I)(II）（皿）」（中央大学『商学論纂』第17巻第1号，

第17巻第2号，第18巻第1号）〔中田①②③〉。

ところで，これらの論稿を通じて主張されている中田氏の体系理解とは，次のよ

うなものであった。 「株式会社制度論は銀行資本と産業資本の緊密化の論理の前提

条件であると同時に，独占形成の論理の前提条件でもあり，株式会社制度と『緊密

化』過程とが論理的に関連しているだけではなく，株式会社制度はまた『独占形成』

過程とも密接に関連しているのである。すなわちヒルファーデインク。は，『緊密化』

の過程と『独占形成』の過程とが，株式会社制度に媒介されて密接な，相互促進的

な関係にあるものとしてとらえているのである。」（中田①， p.154.）株式会社制度

を媒介として二系列の導出論理が内的関連をもっという基本把握は，その限りでは

私見と共通の視角に立つものといってよい。私見との相違点は行論においておのず

と明らかになるであろうが，一言しておくと，その相違点のひとつは，氏の「金融

資本」把握に明瞭に示される。氏によれば， 「ヒルファーディングは，産業資本家

の出資と銀行資本家の出資という共同出資にもとづ〈産業資本と銀行資本の結合＝

融合を，資本の金融資本への転化としてとらえ，この融合した資本に金融資本とい

う範鴎規定を与えたのである。」（同上， pp.1567.) 

このような「『貸借』にもとづく産業と銀行の相互依容の関係」（同上， p.173.)

という把握が， 「銀行と産業との緊密化」論の構造を， 株式会社制度を前提とする

銀行と産業との共同出資へと収数する形で理解した結果であることはいうまでもな

い。氏はここで信用論→株式会社論の関係において，信用論での固定資本信用論は

「信用の展開形態のーっとして， とりあげられ」（同上， p.175.）ているにすぎず，

固定資本信用の《実現の論理〉あるいは《実現の条件〉は株式会社制度論にある点

を強調され，ここに通説批判の論拠を求められた。だが，このことによって，信用

制度の構造変化を軸とする固定資本信用一一「創業利得」一一持株支配の構造は，

中田氏においては看過されてしまうことになったのである。
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II.「独占形成」論の基本問題

ヒノレファデイングの「独占形成」論は， なるほど独占形成への移行契機を論

理的に析出したものだけれども， そこでは単に独占資本一般が考察されている

わけではない。倉田稔氏はこれを銀行資本論と独占資本論との「混在」と批判

されたが円 むしろこの点にこそ「金融資本」範噂析出へ向けてのヒノレファデ

イング特有の展開方法があるというべきであろう。なぜなら，「銀行と産業との

緊密化」論において析出された「金融資本」の形態的特質を形造る「産業支配」

の可能的契機が，「独占形成」論（実現条件）によってはじめて現実的契機へと

転化することができるとすれば，当然，「独占形成」論はこの内的な論理的関連

をあわせて解明するものでなければならないからである。

さて，乙のような構造をもっ「独占形成」論の内容およびその体系的位置の

論点についてであるが， これを方法論的にいってヒルファディングの唯一，採

るべき点であるとする五味久寿氏の理解は， 極めて例外的な事例に属するもの

であって2），通常は多くの論者によって，「銀行と産業との緊密化」論との異質

性＝断絶性を論拠として，その体系的位置の不明確さが指摘されてきた。

例えば｛宅美光彦氏は， 第11章「利潤率の均等化における諸障害とその克服」

の議論が「株式形態などによる媒介の過程をぬいて， 生産過程の集積や独占の

成立のみ」を説いていることを指摘され3），「乙乙では独占形成の必然性が前篇

における株式会社の展開とほとんどかかわりなく説明されようとしている」 と

主張されるべ本間要一郎氏もまた「ヒルファディングの，信用一株式会社一金

融資本という論理の形式が包みこんでいる現実的内容としては， 生産の集積・

固定資本の増大一株式会社制度による資本動員一産業資本と銀行資本との関係

緊密佑，というシェーマでこれを描くことができる。」 ところが，「これにたい

し，独占の理論は，同じく固定資本の増大から出発するが，乙の要因が，乙乙で

は，『利潤率均等佑の障害』をなすものとしてとらえられる。」と， その相違点

を特に強調された九長坂聡氏の次の解釈においても， 乙の点は基本的にほぼ

同じであるといってよい。独占論において，「ヒノレファディングは，資本主義の
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発展における固定資本巨大化の必然性を認め， 株式会社もじっは固定資本の巨

大化から要請されたものであるとともに一ーもっとも乙の点はヒルファディン

グでは必ずしも充分な力点をもって説かれてはいないが－， 逆に固定資本の

巨大化を促進するものとしているが，他方では，乙の固定資本の巨大化から独占

の必然性を説いているのである。」「このように彼は独占を，固定資本の巨大化，

株式会社の必然性という， 彼が『銀行資本の産業資本への転化』を説いたのと

同じ基礎から説いているのであるが， いざ金融資本を定義する段階になると，

独占との関連を全くみおとしてしまっているのであるべ」

このように， 独占形成の物質的基礎をなす固定資本の巨大化と信用制度論的

に展開された株式会社論との有機的な関連性の欠如を根拠として， 「独占形成」

論が『金融資本論』の基本構成からは否定， あるいは排除されることになるの

であるが， これらの論者の中でこの点を最も積極的に論証しようとされている

のは星野中氏であろう。

星野氏はこれについて極めて断定的に，「第3篇第11章の基本論理は，巨大資

本の並立から直接に独占の必然性を説くことにあるのであって， 株式資本およ

び銀行の介入は，前者が資金の調達を容易にし， 後者が強制して独占組織の結

成をはやめると言う， 独占形成の促進要因の位置を（ここでは）与えられてい

るにすぎない。」と結論されている九 ところで，星野氏の理解では「銀行と産

業との緊密化J論によって「金融資本」規定の内容が全面的に提出されている

のであるからへ「独占形成」論の展開がこのようなものとすれば，「独占形成」

論はこの銀行＝産業の支配関係が「産業の独占化にその完成の契機を見出すj9)

といった程度のたかだか「金融資本の発展をもたらす一契機として位置づけら

れる」10）ほかないことになろう。 このことを星野氏は， 独占と銀行＝産業関係

の密接化が「それ自体としては互いに独立した過程としてまず規定され， 次い

で独占の規定が銀行＝産業関係の密接化（つまりヒルファディングの金融資本

規定）の論点に包摂され，吸収されると言う相互関係にある。」11）とか，あるい

はもっと直接的に，「独占形成」論は「いわばはみ出した議論であって，その他

の全章を通じて， 論理は銀行・産業関係と銀行による全部面の支配の導出に向
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けて直線的に進められている。」12）と表現されたのであった。

しかし，以上の論証でもって， 二系列の導出論理の聞にあたかも論理上の断

絶があるかのように主張される星野氏の機械的断絶論には明らかに問題がある。

ここでのポイントは，「銀行と産業との緊密化」論の論理が，ちょうど「独占形

成」論を「裏返しにした形になっている。」13）ことの強調にあるが，にもかかわ

らず，この論証の限りでは， 二つの導出論理が異質な分析構造を形成している

ということが示されているにすぎず， それら相互の聞に何ら内的関連がないと

いうことまでをも積極的に開示しえたものではない。星野氏は株式資本による

資金調達の容易性と銀行介入とを共に独占形成の「促進要因」と規定され，こ

れらを「独占形成」論の固有な展開にとってのいわば付随的・異質的なものと

論断されているが，断絶論の論拠とされたまさにこの点にこそ， 二系列の導出

論理を切り結ぶ内的な構造関係があるというべきであろう。

実際， 並立する巨大資本の形成後にはじめて株式会社が資本調達機構として

利用されるのならともかく， 巨大資本の形成それ自体がすでに資本調達機構を

利用したものとすれば，株式会社は単なる「促進要因」どころか，独占形成に不

可欠な前提条件とみなされねばならなくなる。 しかもヒノレファディングの体系

では，集積の不均衡に基づく巨大資本の形成が， 金融市場を媒介として資本の

再配分機構たる銀行制度および株式会社の総体的な関連のもとに展開されるわ

けであるから， この観点からいえば，銀行介入についてもこれを単なる「促進

要因」とみなすことはできない。このような総体的関連のもとで，「銀行と産業

との緊密化」論において資本の流入面を中心に考察し析出された「銀行による

産業支配」の可能的契機の累積（固定資本信用一一発行業務一一持株支配）が，

資本の集中＝集積の進展と密接不可分に結ぴついている以上， ここに形成され

た利害関係が独占形成へ向けての積極的な銀行介入の契機へと転化することに

もなるのである14）。

従って， 金融市場・信用制度との関連においてのみ独占の形成が可能となる

というヒノレファディング特有の移行論の意義が看過されることによって，「独占

形成」論の基本論理が「銀行と産業との緊密化」論の理論構成との対比で孤立
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的に理解され，同時に，「独占形成」論の展開方法がもっ基底的な方法視角が軽

視されるととになったといえよう。

〔註〉

1）倉田稔『金融資本論の成立』青木書店， 1975年， p.127.

2）五味氏は岩田弘氏と同様の「世界資本主義論」的視角から， 「独占形成」論での

株式資本論の展開方法のみを評価され，第3篇第11章において固定資本の巨大化の

ひきおこす「利潤率均等化の障害」（＝根本的矛盾）を株式資本形態によって克服す

るという 「集中過程」の分析方法こそが「『金融資本論』の内容的な端緒規定をな

す」ものであって，貨幣論・信用論はかかる意義をもっ株式資本論のための「一般

的予備的考察Jにすぎないとまで極言された（五味久寿「利子と利潤」，「セミナー
経済学教室1一一鈴木鴻一郎編著『マルクス経済学』」日本評論社， 1974年，所収，

p. 208.）。 つまり，岩田氏の分析視角から『金融資本論』を方法的に裁断すると株

式資本論が二極分解されて理解されることになり，このことから逆にこの説の立場

からいえば， こうした二極分解した分析方法が， 『金融資本論』体系の中に併寄・

混在しているということになってしまうのである（岩田弘『マルクス経済学（下）』

風媒社， 1972年， p.90，参照。）。

3）佳美光彦「ヒルファディング」（鈴木鴻一郎編『マルクス経済学講義』，第2篇第

3章，青林書院新社， 1972年）， p. 301. 

4）イ宅美，前掲書， p.303. なお，イ宅美氏はここでヒJレファディングの景気循環変容

についての問題意識の欠落を批判される。というのは，佳美氏のように「周期的景

気循環が変容し，すなわち激しい恐慌が消失し，固定資本の破壊が不徹底になると，

固定資本の巨大化は， 利潤率均等化を阻害する『巨大化』 としてあらわれる」（同

上， p.304.) ようになるという見地からいえば， ヒルファディングにあっては，

「固定資本の『巨大化』と景気循環との関連がほとんど完全に無視されただけでな

く，周期的景気循環の過程と，『大不況』以後の変容した景気循環の過程との区別，

つまり自由主義段階と帝国主義段階との質的区別が無視され」（同上， p.304.) る

ことになるからである。むしろヒルファディングにあっては，固定資本の巨大化と

景気循環の変容との関連の解明こそが， 「独占形成」論の課題であったというべき

であるが，ともあれ，この見地からの第4篇「金融資本と恐慌」を中心とした恐慌

論批判については，イ宅美，同書， pp.312-321を参照されたい。

また，本稿では触れていない恐慌論については，長島誠一『独占資本主義の景気

循環』（新評論， 1974年）の第3章，および恐慌論を中心に他の理論部分との関連を

詳細ば研究した高山満氏の下記の一連の労作を参照されたい。高山満「ヒJレファデ

ィング恐慌論の基本構造一一ヒルファディング恐慌論研究一一I～VIJC『東京経済
大学会誌』第27～40号）， 同「景気循環と信用一一『金融資本論J研究序説一一1
～6」（前掲誌，第43～67号）。
5）本間要一郎「ヒルファディングの『独占』理論J（本間要一郎『競争と独占J新
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評論， 1974年，所収，第4章く補論2>) p. 266. 

6）長坂聡「金融資本概念の再検討」（武田隆夫編『帝国主義論（上）』，第4章第3節，

東京大学出版会， 1965年）， p. 251. 

7）星野①， p.262.

8）拙稿「『金融資本論』の基本構成J，参照。
9）星野①， p.256.

10）星野①， p.263.ただし，傍点、は星野氏のもの。

11）星野①， p.262.ただし，傍点は星野氏のもの。

12）星野①， p.263.

13）星野①， p.262.

14）この点について，宇野弘蔵氏は次のようにいわれる。ヒルファディングにおいて

は「資本の自由競争の障害をなす固定資本の巨大化が，株式会社形式の普及を著し

く促進し，その普及とともに銀行との聞に新たなる関係を展開して，両者の結合の

内に独占的組織体を形成する金融資本が成立するというのではなくて，株式会社の

産業企業への普及が産業と銀行との聞に新たなる関係を展開し，その結合関係によ

って，自由競争の障害をなす固定資本の巨大化も処理され，独占的組織体も形成せ

られるというのであって，金融資本は，株式会社形式による投資資本の貨幣資本化

を通して実現される銀行資本の産業支配として成立することになる。」（宇野弘蔵

『経済学方法論』〔『宇野弘蔵著作集』第9巻〉岩波書店， 1974年， p.85.）この指

摘は，ヒルファディングの「独占形成」論が固定資本の巨大化に至る過程ですでに

株式会社制度を通じて信用制度と密接不可分な関係にあることをそれなりに的確に

捉えたものといってよい。まさしくヒルファディングはこのことによって，宇野氏

のように固定資本の巨大化を前提して立論するのではなく，そもそも固定資本の巨

大化が形成される条件とは一体何かという点を方法的に究明しようとしたのであっ

た。したがって，この銀行＝産業関係がそのまま固定資本の巨大化を通じて独占に

なるわけではない。このようにして形成された固定資本の巨大化を基礎として，独

占が形成されてゆく経済学的根拠を解明することが， 「独占形成」論の固有の課題

なのであり，この関わりの中で銀行＝産業関係が独占形成を通じて「銀行による産

業支配」の現実的契機を獲得しうるようになるというのが， ヒJレファディングの強

調する論点だったのである。

m.「独占形成」論の展開方法

「独占形成」論の基本論理は， 第11章「利潤率の均等化における諸障害とそ

の克服」において与えられているが，その展開にあたってヒルファデイングは，

個別資本家による特別利潤の獲得努力が客観的には平均利潤率の確立として結

果する点から議論を出立している。 いうまでもなく，こうした平均利潤率の成
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立が諸資本の自由な流出入一一利潤率の平均以上の部面への資本の流入と平均

以下の部面からの流出一ーを前提としてはじめていえるものとすれば， 資本の

集中＝集積の進展に伴う固定資本の増大化傾向は， 資本移動を困難にし，その

結果，当然，この利潤率の均等化を阻害する傾向をもつことになろう。 そこで

は信用制度を媒介とする新規の追加投資を通じての諸資本の自由競争それ自体

が阻害される乙とにもなりかねないからである。しかし，「銀行と産業との緊密

化」論において示されたように， 固定資本の増大を軸とする産業の側の借り入

れ要求の増大とこれに対する銀行の側の信用供与の限界という相互矛盾は，「過

剰資金」体制のもとで， 金融市場を前提とする株式会社制度の採用において打

破されるわけであるから 1)' 金融市場・株式会社制度をも包括する信用制度を

媒介として， 新規の追加投資を通じての利潤率の均等化傾向はそれなりに貫徹

されるといってよい。 乙の機構に支えられて進展した集積の不均衡化，すなわ

ち固定資本の巨大化の論理段階において，「独占形成」論がはじめて展開される

ことになる。

「かような固定資本の巨大膨張は， ひとたびなされた資本投下の移転の困難

化を意味する。Jcs. 267.訳（中） p. 14.）これがヒノレファディングの強調する
利潤率均等化への第一の制限（資本の流出面）であり， 彼の「独占形成」論の

基軸をなす基本命題であった。 つまり，平均以下の利潤率にもかかわらず資本

流出が困難になるというわけだが，乙乙でこのことが重視されるのは，これによ

って過剰資本の事態が招来されるからに他ならない。 いいかえれば，この過剰

資本の形成論理乙そが「独占形成」論の起点をなすものであり， ここにヒノレフ

ァディング固有の独占形成分析の課題と方法があるというべきであろう。 ただ

付言しておくと，ヒルファディングが注意深く指摘しているように，「乙の制限

は，すでに生産資本に転化されている資本に対するだけのもので， 乙れから新

たに投下される資本に対するものではない。」 cs.268.同上）
むろん， 固定資本の巨大佑は，他方では最低必要資本量を著しく増大させる

ことになる。 ヒノレファディングが第二の制限（資本の流入面）として挙げてい

る生産規模の増大に伴う所要資本の絶対額の増大と新規設立の困難化がこれに
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あたるが，この第二の制限はここでも除去可能なものといわねばならない。 と

いうのは，金融市場・株式会社制度が前提されている議論展開のもとでは， ヒ

ルファデインクゃのいうように「資本を集中するためには， 資本結合を創れば足

りる。 しかし， 動員によれば， 同時に， 結合されうる資本の範囲が拡張され

る。」（ibid.，訳（中） p. 15.）からである。 まさに「資本主義社会の富の増大

とともに」，「動員と同時に発展する資本の結合は， 新たに投下さるべき資本の

大きさから生ずる諸制限を除き去る。」 cs.271. 訳（中） p. 18.) といってよ
い。 乙の点に資本集中機構としての株式会社制度のもつ卓越した機構的特質が

あるが，これが可能となるのは， 資本の動員機構を備えた資本結合形態である

株式会社制度が証券流通市場での「株式の不断の所有変更Jcs. 269.訳（中）
p. 15.）一一「資本主義的機能的所有の移転」（ibid.，訳（中） p. 16.），「利潤の

所有名義の移転」（SS.269-270. 向上）ーーを通じて，生産過程に投下された資

本を固定的に維持しうる機構だからであった。

乙の場合，証券流通市場での株式の連続的な所有転換運動は， 直接に「生産

過程に触れるところはない。」（S.269. 向上）から，「利潤率の均等化への現実

の運動には触れると乙ろがない」 cs.270.訳（中） p. 17.）し，「利潤率の均等
化を妨げる諸困難にも触れるところがない。」（S.271.訳（中） p.18.）このよ

うに，短期貨幣資本の長期資本への転換機構たることによって， 金融市場は調

達資本の共同源泉としての機能を果たしうるのであるが， この機能が株式の不

断の所有転換という一種の等質化形式をとって遂行される点に注意されたい。

このことは， ヒノレファディングによれば，利潤率均等化機構を通じて， 現実の

生産部面での固定資本の増大－→巨大化がその内部に累積的に利潤率均等化の

障害要因を増大させるにもかかわらず， 金融市場部面においてこの障害が個別

的に除去され， その不均等化要因を排除した形での利潤率均等化傾向がすでに

迂回的に貫徹されていることを意味する。個別的にというのは， もちろん，証

券流通市場では投下資本が固定化されることがなく， 株式資本家による株式へ

の投下と投下資本の還流が随時，可能であることによって， 各個の株式資本家

にとっては「利潤率の平等」 cs.270. 訳（中） p. 17.）が実現されていること
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を指してのことであった。 つまり利潤率の較差を反映する配当率の相違は，利

回りの平準化を通じて， 各個の株式資本家においては「利潤率の平等」として

均等化されることになるのだが一一株式資本家の貨幣資本家化一一， 乙の個別

的な障害除去のメカニズムによって金融市場（証券市場） は「資本主義社会の

富の増大」に支えられた資本調達源泉たりえたといえよう。 そしてまたこの証

券流通市場を前提し， これに媒介されることがなければ，証券発行市場での新

規の追加資本を通じての利潤率の均等化もありえなかったし， 利潤率の均等化

を妨げうるほどの集積の不均衡もまたおこりえなかったのである。

では，利潤率の均等化を通じての固定資本の巨大化の進展と， そのもとで利

潤率の均等化を妨げるにいたる過剰資本圧力の形成は， ヒルファディングにお

いてどのように展開されているのであろうか。

重要なことは， 新規投資の基準となる利潤率の較差が利回りの平準化を通じ

て隠蔽されるものではなく， 逆にこの較差が証券市場では「より大きな配当と

より高い相場価値とにおいて現われる」（ibid.，向上）乙とにある。「これによ

って，新たに投下されるべき資本には，行くべき道が明瞭に示される。J(ibid.' 

向上）従って，株式の個別所有者による「利潤率の平等」にもかかわらず，「こ

の乙とは， 平均以上の利潤をあげうる鉄鋼業に新たな資本が投下を求めること

を，妨げるものではない。」（ibid.，向上）しかも「乙の部面の特別利潤が資本

還元によって高い創業利得を約束」 cs.271.向上）し，「利潤の相違はこ乙では
創業利得の高さの相違に現われる」（ibid.，同上）乙とになるから， ヒノレファ

ディングはこ乙に「創業利得」の取得を目的とする銀行関与の誘因を求めると

共に，乙れまでの展開を以下のように総括したのであった。「かくして，ますま

す利潤率の均等佑は， 利潤率が平均を超える部面への新たな資本の転入によっ

てのみ可能となり， 他方，多くの固定資本をもっ生産部門からの資本の転出は

極めて困難である。」（ibid.，訳（中） p. 18.）と。

ここではまだ過剰資本形成への契機が， 利潤率均等化機構のうちに必然的に

内包される高利潤率部門への資本流入と， それに伴う固定資本の巨大化の進展

（集積の不均等発展）としてしか指摘されているにすぎないが，乙の乙とは同時
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に利潤率の均等化を阻害する障害をあわせて内包するものであった。 すでに明

らかなように，利潤率が高く投資誘因の大きい産業部面において， 生産規模の

増大がそれ自体としては新設を含む新規資本の参入障壁とならないとすれば，

個別諸資本の競争は，乙の部面の固定資本が巨大であることから， 必然的に生

産設備の稼動による生産の激増をひきおこすことになろう。 ヒノレファディング

が「技術の命令」（ibid.' 同上）と呼ぶこの内容は， 特別利潤の獲得を目的と

する費用価格の切り下げ競争が市場の収容能力のいかんにかかわらず， 生産設

備の拡張による生産量の増大競争として遂行される他ないことを示すものであ

って，その結果，「利潤率は，以前に平均を超えていたとすれば今では平均以下

に低下する。」（ibid.，同上）乙れがヒノレファディングのいう一般論的な過剰資

本形成論であった。かくて，「投下資本の流出困難Jが個別諸資本の競争の結果

として死重のごとく作用するわけだが，固定資本の巨大な重工業部面において，

乙の作用が最も強く発揮されることはいうまでもない。

さて，問題はこのように利潤率の均等化を阻害し， 利潤率の不均等化を固定

化してしまうことになる過剰資本の事態において， 個別諸資本の競争がいかな

る形態変イむをうけるかということであろう。

ヒルファディングが資本流出の困難一般について述べているように，「流動資

本は，各回転期間の経過後には貨幣に再転化されており， したがって，他の各

生産部門に投下されうるが」（S.267. 訳（中） p. 14. ), 貨幣形態での還流が

緩慢な固定資本の場合に，「それに拘束されている価値を重大な損失なしに実現

し， 次いで資本をより有利な部面に移転することは， ますます困難を増す。」

(S. 268. 同上）かくて， 「ここでは資本の減少は，古い設備の漸次的死滅によ

ってのみ，あるいはまた破産の場合の資本の破壊によってのみ，行われる。」（S.

271.訳（中） p. 18.）ことにならざるをえない。つまり，固定資本の増大一→

巨大佑に伴う資本流出の困難によって， 利潤率の均等イ七はもっぱら信用制度を

媒介とする新規の追加資本の流入を通じてのみ遂行されることになるが， その

結果， 利潤率の平均以下の部面に均等化の障害となる過剰資本圧力が生じると

しても， この過剰資本の負担が個別諸資本の競争を通じて弱小資本へと転嫁さ
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れ， 過剰資本が敗退資本の貨幣資本佑という形態をとって整理されうる限り，

利潤率均等化傾向はそれなりに貫徹されるといってよい。ところが，「競争が諸

小経営を最も急速に淘汰してしまった」 cs.272. 訳（中） p. 19.）段階におい
ては，「資本流出による均等化はこ乙ではほとんど排除されており，また資本破

壊もここでは極めて困難にされている。」（ibid.，同上）といわねばならず，ヒ

ルファディングは乙の論理段階において，利潤率の均等化を阻害し， 利潤率の

不均等化を固定化させるほどの過剰資本圧力と競争の形態変化を議論するので

ある。

ヒノレファディングは言う。「かくして，まさに乙れらの産業において一一自由

競争を前提すれば一一容易に平均以下の利潤率が成立しうるのであって」， 「こ

の傾向は， 新たな資本（株式資本）が初めから平均以下の利潤を予期して投下

されうることによっても，強められうる。J(S.273. 訳（中） p. 20.）このよう

に，利潤率の不均等化が持続的・固定的に作用するとすれば， 今や乙の部面に

おいて，資本破壊の困難な過剰資本をかかえた巨大資本は， 並存する形でなお

いっそう競争戦（費用価格の切り下げ競争）を続行するほかない。しかし，「そ

れは，弱者が滅ぼされてその部面における資本の過剰が除かれるというような，

強者と弱者との闘争ではなく，容易に決着のつきかねる， 全戦士に一様な犠牲

を負わせる，同等者間の闘争である。 乙れらの企業は，すべて戦闘に耐えるべ

く努めねばならない。 そうしなければ，各個の企業に含まれる巨大資本が悉く

減価させられるであろうから。かくして，資本破壊による乙の部面の負荷軽減

は，極めて困難にされている。」 cs.272. 訳（中） p. 19.）「まさにこれらの部
面において， 利潤率が比較的長期間にわたって平均以下にあるという状態は，

極めて容易に現出する。」cs.273.訳（中） pp. 19-20.）さらにこれに資本の有
機的構成の高度化に伴う利潤率の傾向的低落が加重され， 競争による乙うした

平均以下の利潤率の長期的低下が競争の除去による独占形成への必然的契機へ

と転化するのである。

以上の「独占形成」論の展開を指して， 本間氏はこれを「主観的契機」説2)

と批判され， 産業循環論的アプローチから「不況局面における重工業部門の利
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潤率低下の現象を，独占形成の不可欠な理論的一環として位置づけた」めものと

されているが， むしろヒルファディングにおいては，過剰資本の価値破壊の困

難に根ざす景気循環の変容そのものが重要な分析課題であったというべきであ

ろうぺ 自由競争の論理上に累積された集積の不均衡は， 固定資本の巨大化の

論理段階においても信用制度（金融市場） を媒介とする利潤率均等化機構を通

じていっそう進展することになり， その結果，利潤率の平均以下の部面に価値

破壊の困難な， 従って利潤率均等化の障害として作用する過剰資本圧力が形成

されることになる。 ヒルファディングはこう述べて，それ自体長期化傾向をも

っ利潤率の平均以下的状態にあっては， 個別諸資本の死活をかけた競争戦の続

行がやがては回避されざるをえないことを指摘した。 つまり，独占の物質的基

礎と景気循環変容の根拠が， 資本の集中＝集積論の展開上に金融市場を不可欠

の前提とする個別諸資本の競争を通じてはじめて， 過剰資本の温在形態として

析出され，措定されている点に， ヒノレファディングの理論展開上の特質がある

といわねばならないのである 5）。

〔註〕

1）拙稿「『金融資本論』の基本構成J，参照。
2）本間，前掲書， p.272.

3）本間，前掲書， p.269.ただし，傍点は本間氏のものO

4）本間氏のいわれるように， ヒルファディングの考察は，資本の「集積が一定の高

さに達したばあい，それ自身としての競争制限的作用…・・・をもっ」（本間，前掲書，

p. 271.）という資本参入阻止機構の解明に向けられてはいない。本間氏によれば，

「超過利潤を経過的なものたらしめ，結局は利潤率を均等化せしめるような競争機

構そのものを変革する客観的要因を明らかにすることに，独占理論の最初の課題が

あるのである。」（同上， p.270.）しかし，参入阻止価格論は，資本の集積の一定の

結果として自動的・無媒介的に成立した独占を前提にした上で，独占による市場支

配の根拠を明らかにするものではあっても，独占形成への移行の論理を明らかにす

るものではない。これに対してヒルファディングは，利潤率の均等イじを回害し，独

占形成の物質的基礎となる根拠が価値破壊の困難な過剰資本の形成にあることを明

らかにし，ここに独占形成への移行の論理的契機を措定しようとしたのであった。

ところが本間氏は，独占形成の基盤となるこの過剰資本の論理的位置を看過し，こ

れを不況過程一般に解消した上で，ヒルファディングの生産の集積を「循環的現象

の物質的基礎としての『固定資本の増大』 という形でとらえられているJ（同上，
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p. 271.）ものと規定されるために，氏の視角からすると， ヒJレファディングの説く

「独占的結合は，利潤率低下を克服するための『共同の努力』という主観的契機に

よって導かれる以外にない」（向上， p.272.）ことになってしまったのである。確

かにヒルファディングは，個別諸資本聞の資本格差を軸とした資本集中論の展開方

法をとっているが，この展開方法に即した形で，個別諸資本の競争の結果，費用価

格の切り下げ競争の続行がもはや遂行しえない経済構造の変化を示すものとして，

過剰資本が措定されているのであるから，この関係を考慮すれば，ヒルファディン

グの論理構造を単に「主観的契機」説と批判することはできないで、あろう。

この場合，平均以下の利潤率のもとでの並立する巨大資本相互の競争戦の続行は，

内容的には費用価格切り下げのための投資の続行を意味することになる。この点、を

重視して大不況との関連でヒルヲァディングの「独占形成」論の構成を理解しよう

とするものとして，野田弘英「独占形成と株式会社一一『金融資本論』の検討一一

（上）（中）」（『熊本商大論集』第46号，第49号）〔野田④⑤〕，中田③がある。参照さ

れたい。

5）固定資本の巨大化と株式会社との関連について，宇野弘蔵氏は「特定産業におけ

る，殊に少数の大企業における固定資本の巨大化となると，資本家的経済機構が一般

的に前提とする利潤率均等化の法則の展開自身を阻害することになる。」「株式会社

制度の産業企業への普及は，まさにこの傾向を助長するものであるが，同時にまた資

本主義経済の基本的法則としての利潤率均等化の法則を歪曲して表わすことにもな

るのである。」（宇野弘蔵『経済政策論』〔『宇野弘蔵著作集』第7巻〕岩波書店，

1974年， p.154.) といわれる。宇野氏によれば， 「金融資本は形態的にはたしかに

株式その他の証券投資を通して形成せられるものといえるであろう。しかし株式会

社の普及は，固定資本の巨大化に対応してあらわれる場合にも，それはすでに利潤

率の不均等を直接的には均等化しないですませうる方式としてであった。」（宇野弘

蔵『経済学方法論』， p.86.）「このことが株式会社形式の普及に重要な要因をなす

のである。」（向上， p.87.）つまり，固定資本の巨大化の結果としての利潤率の不

均等化を前提にした上で，この利潤率の不均等化を証券流通市場での利回りの均等

化を通l:::て均等化しないですませる方式として，株式会社制度が措定されていると
いってよい。このように，金融市場・株式会社を利潤率均等化の媒介機構の位置か

らは排除し，逆にこれを，利潤率の不均等化のもとでの迂図的・代位的な利潤率均

等化傾向の貫徹としてのみ理解される点に，株式資本論を「原理論」で理念的に展

開し， 「段階論」において株式会社論を展開するという宇野理論のすぐれて限定的

な方法的特徴を看取することができる。

この方法については，一方では鎌倉孝夫氏からの次のような批判がある。 「固定

資本の巨大化は，それを根拠に株式会社を必然化させるというよりも，むしろ株式

会社を通して形成，実現されえたものというべきであろう。J（鎌倉孝夫『経済学方
法論序説』弘文堂， 1974年， p.108.) しかし，「原理論」において株式資本論を最

も理念的に展開することを主張される鎌倉氏の場合は，特にこの株式資本論と固定

資本巨大化の形成との関連が明確ではなく，結局は，利潤率均等化の論点に触れる

ことなく， 次のような極めて抽象的な独占形成論に終ってしまっている。「株式発
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行を通して行なわれる社会的資金の集中と自己資本への転化によって，固定資本の

巨大化が実現されることは，同時に独占形成の根拠にもなる。社会的資金の独占的

集中は，生産力の披行的高度化を通して，大資本を独占資本として成立させるので

ある。」（向上， pp.108-9.)

この宇野説に対して岩田弘氏は，株式資本が利潤率の均等化を達成しえない時点

で定立される必然的根拠の方を問題とされる。「株式資本の必然性は， 社会的貨幣

資本による利潤率均等化の媒介関係が明らかにされたのち，それにおいて資本が利

潤率均等化を達成しえないという点で定立される以外にはないとすれば，それは，

資本がその内部に包摂している生産力の一定の発展段階において，不況期の個別資

本的な競争戦による既寄生産力の破壊と更新の負担にたええなくなり，もはや恐慌

による社会的貨幣資本の強制をもってしでもこれを実現しえなくなるという点にお

いて，定立される以外にはないのである。」（岩田弘『世界資本主義』未来社， 1964

年， pp.230-1.）そこで，株式資本は過剰資本の温容のための集中合併形式とされ

ることになり，その結果としての証券流通市場の成立によって範鴎的な確立をみる

ことになる。資本過剰の強調の反面，金融市場が利回り均等化機構を通じて資本過

剰の形成に対して果たす役割は看過されることになったといえよう。

IV.独占形成と信用制度

さて， 独占形成の基礎となる過剰資本の形成が，以上のように信用制度（金

融市場）を不可欠の前提として析出されているとすれば， もはや株式資本と銀

行の介入が， 独占形成の単なる「促進要因」の位置にとどまるものでないこと

は明らかで、あろう。 固定資本の増大に伴う利潤率均等化の障害にもかかわらず，

利潤率の均等化傾向は， 金融市場を前提とした信用制度の媒介による新規資本

の流入を通じてのみ遂行されうるものであった。確かに「資本の動員」は，生

産過程に直接触れることはなく， 従って，現実の利潤率均等化の運動にも利潤

率均等化の障害にも触れることはないが， 利回りの均等化という金融市場での

表層的な「利潤率の平等」を迂回することによって， はじめて資本規模の格差

を伴う資本の集中＝集積の進展が可能になるといっーてよい1）。かくて，「資本の

動員」のすぐれて表層的かつ自立的な経済機構上の特質は， 二系列の導出論理

の「断絶」の証左であるど乙ろか， 逆に内的結合の論理的媒介環といわねばな

らない九 そして， 信用制度論的アプローチから析出された「兼営」銀行論こ

そは，乙の内的関連の上に，固定資本の増大化傾向のもとで， 利潤率均等化の
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媒介を可能にしうる信用制度の構造変化論として措定されたものだったのであ

る。

この関係は， 「カルテル結成はすでに産業と銀行資本との内的結合を示す」

cs. 312. 訳（中） p. 76.) というヒルファディングの集約的表現の中に端的
に示されているが， より具体的には，銀行介入の根拠たる「銀行資本の利害関

係」 cs.274. 訳（中） p. 22.）の内容の中にそれを見い出すことができょう。
乙の「利害関係」は， ヒノレファディングによれば，「銀行資本が株式制度によっ

て産業信用を拡張しえ， また創業利得の見込にひかれてますます金融への関心

を大きくする」 cs.275. 同上）点にあった。乙れが，固定資本信用論と「創業
利得」論を軸とする商業銀行から 「兼営」銀行への移行論の内容そのものであ

ることはいうまでもない。 固定資本増大に伴う産業の側からの固定資本部分へ

の「資本信用」供与の要請に対して， 信用制度の側は銀行制度機能を通じて一

定の固定資本信用を供与しうるとしても， それはその固定的性格の点からいっ

ても，また量的な制限という点からいっても著しく限界性をもつものであった。

信用論的アプローチからの商業銀行論のもっとの論理的限界は， 金融市場・株

式会社制度による固定イじされた資本の流動化とその回収に伴う 「創業利得」の

取得＝自己資本力の増大によって，はじめて打破されうる。その結果，「兼営」

銀行への移行に伴って， ヒノレファディングのいうように「創業利得」の見込み

にひかれて固定資本信用供与がおこなわれるようにもなる。かくて「利潤率の

相違は， 新たに蓄積される剰余価値量が創業利得の最も高い部面に流入するこ

とによって，均等化される。Jcs. 271. 訳（中） pp. 17-8.）乙とになるのであ
る。

と乙ろで，そもそも信用制度論的アプローチの課題は，固定資本信用一一「創

業利得」の関係を軸に持株支配へと収殺する下産業支配」の可能的契機の析出

にあるわけだから， 利潤率均等化の媒介に伴う乙の「利害関係J論は，カルテ

ノレ形成への銀行介入の根拠を示すことによって， あわせて，銀行介入によるカ

ルテル形成を実現条件として「産業支配」の可能的契機が現実的契機へと転化

する関係にあることを明示したものといわねばならないで、あろう。 乙の場合，
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「産業支配」の可能的契機を現実的契機へと転化させる実現条件たる 「独占形

成」への銀行介入は， その度合において「銀行と産業との緊密化」の度合に規

定されるわけであり， その結果，一面では独占それ自体の強度をも規定するこ

とにならざるをえない3）。その意味において，「カノレテルは，それ自身，ー産業部

面全体の巨額の支払信用および生産信用に常に応じうる一大銀行を前提する。」

cs. 333.訳（中） p. 94.）ものであった。とはいえ，「資本主義的産業の発展」
が「銀行業における集積を発展させる。J(S.332.訳（中） p. 93.）のであって，

その逆ではない。では，それにもかかわらず，カノレテノレが一大銀行を前提にし，

かつカルテノレ形成によって「産業支配」の現実的基盤を獲得しうるまで、に， 銀

行が支配化傾向を強めうるという展開方法は， 一体どこに方法上の論拠をもつ

ものなのであろうか。

実はこの点に， 集中＝集積論（競争論）に基礎を置く「産業支配」論（支配

論）の規定的な展開関係があるといわねばならない。 ヒノレファディングの集中

＝集積論の方法は，すでに明らかなごとく，個別資本の資本規模の格差（優劣）

論の導入による集積の不均等化の追求であるから， 株式会社制度の導入もまた

かかる観点から集中＝集積論上に位置づけられる必要がある。 つまり，信用制

度論での個人企業から株式会社制度への転化も， 所要資本量の増大に対応する

個別諸資本聞の競争を媒介として論じられているのであって， 単に論理の基軸

外に制度論的に措定されたもので、はなかった。 いいかえれば，すぐれて競争論

的な視角をもっヒノレファディングの集中＝集積論の展開は， 生産過程の構造変

化に伴う固定資本の増大－→巨大化の発展過程を具体的には個別諸資本間相互

の資本規模格差の拡大＝集積の不均等化過程として論定することによって， こ

れを競争を媒介とする個人企業形態から株式会社形態への転化， さらに株式会

社形態のもとでの過剰資本の析出へと論理上向したものといってよい。 また，

そう捉えてこそ，集中＝集積論の展開に不可欠な， 利潤率均等化の媒介機構と

しての金融市場の前提的な措定それ自身が， 集中＝集積論の展開方法に規定さ

れてのことであるという乙とも，いっそう明確なものとなるであろう。

いうまでもなく，信用制度論的アプローチからの分析は， 信用制度確立の中
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核（貨幣市場の編成軸）として措定された銀行業が， 資本の集中＝集積の進展

に対応して， 金融市場を媒介に信用機能（業務）を証券業務の兼営化へと拡大

してゆく過程での銀行と産業との緊密化の分析にほかならないが， このような

集中＝集積論，すなわち個別諸資本の競争＝資本規模の格差論の展開にとって，

信用供与が所与にして一定とされるのではなく，信用供与の優劣， あるいは有

無（信用制度の側からの作用）をも考慮するとすれば， 信用自体が資本規模の

格差に重大な影響をもっ乙とにもなる。 その結果，信用供与それ自体が諸資本

の競争を媒介として「産業支配」の可能的契機を内包しうるものとなることか

ら一一ここに首尾一貫した論理上向形式をとる 「産業支配」論の論理的端緒と

問題点があるが一一， 本来，資本調達上の支持機構にすぎない信用制度が，諸

資本の競争に媒介された資本規模の格差の進展につれて， 同時に「産業支配」

の可能的契機を漸次獲得してゆくものとして構成されることになった。 そうな

ると，利潤率均等化媒介のために必要な銀行の側の集積は，今や資本集積の不均

等発展の前提条件であるだけでなく， 不均等発展への規定的条件としても構成

されざるをえないことになろう。このような関連のもとに，ヒノレファディングは

銀行介入の過程について次のようにいう。銀行にとっては，独占形成の「過程の

媒介は，一面では銀行の貸出資本のより大きな安全を意味し， また第こには，

株式売買， 株式新発行，その他のこれに類する有利な諸取引への機会を意味す

る。 この増大した利潤の一部は資本還元されて銀行によって収得される。かく

して， 単に信用機関としてのみではなく，乙とにまた金融機関としても，銀行

はこれらの結合過程に利害関係をもっ。」 cs.289.訳（中） p. 40.）と。

構造的にいえば， 信用制度論的アプローチの基軸をなす「兼営」銀行論は，

資本の集中＝集積の進展につれてこれを可能にする利潤率均等化の媒介機構と

して措定されたものであり， 乙の規定関係のもとに銀行集積をおし進め，従っ

てこれを通じて「銀行と産業との緊密化」傾向を強めてゆくという構成をとる

ものであった。 しかし， ヒルファディングのように，個別諸資本の競争を媒介

として資本規模の格差拡大の横粁となる信用制度の基本的役割を， それ自体，

無媒介的に「産業支配」の論理的端緒とみなす見地からいえば，「緊密化」傾向
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は同時に個別諸資本の競争を媒介として「産業支配」の可能的契機を累積して

ゆくことになるから， カルテルへの銀行介入も単なる「緊密化」の強化にとど

まらず， これを通じて「産業支配Jの現実的基盤の獲得を意味するものとなる

のである。ともあれ，「産業支配」の可能的契機が，個別諸資本の競争を媒介と

し論理的にはそれに規定されて析出されているという点に， ヒノレファディング

の「金融資本」分析視角における資本の集中＝集積視角の規定性を看取するこ

とができょう。

〔註〉

1）株式会社と独占を関連づけて考察しようとされる論者においても，これまでこの

点を軸とした二系列の導出論理の関係については必ず、しも明確にされていないよう

に思われる。これについては，以下の研究を参照されたい。飯田裕康『信用論と擬

制資本』有斐閣， 1971年，元田厚生「ヒJレファディングにおける『金融資本』の理

論構成について」（東北大学『経済学』 101），馬渡尚憲「株式資本論の問題点一一R.

ヒルファディングにおける－J（法政大学『経済志林」第8巻3・4合併号），高
山満「競争の形態変化と景気循環の変容(I)(Il)J（『東京経済大学会誌』第75号，

第76号），野田弘英「ヒルファディングの擬制資本論（1）助」（『熊本商大論集』第36

号，第38号）〔野田＠⑦〕。この点が不明確であるために，野田氏が，銀行と産業と

の支配関係は，たんに株式会社という場における産業と銀行の緊密化からのみ生じ

るのではなく，独占化の契機による産業と銀行の結合過程において生じる関係であ

った。」（野田⑤， p.27.）とか，「第1～2篇で論じられた産業と銀行の関係が，第
3篇では独占化の観点、から位置付けられている」（同上， p.31.）とかいわれる場合

の相互関係が，いま一歩明らかではないのである。またこのことは，中田氏が「金

融資本の成立は， この『独占形成』の論理を前提とし， 『銀行資本と産業資本の緊

密化』の論理をその直接的な導きとして，展開されるJ（中田③， p.131.）といわ
れていることにも当然妥当する。

2）例えば本間氏は， ヒルファディングにあっては「『資本の動員』による『均等化」

は，現実資本の運動にはふれないから，独占の理論にとってはひとまず無縁とされ

る」（本間，前掲書， p.273.ただし，傍点は本間氏のもの。）といわれるのである。

3）ヒルファディングの次の註記はこの点を指摘したものといってよい。「イギリス

の銀行制度はこれとは別様の発展をなし，産業に対する遥かに小さい影響力を銀行

に許すものであるが，これが一因となって，イギリスにおけるカルテル結成を困難

にし，また，イギリスのカルテルを，それが成立する場合にも，たいていはただ弛

い価格協定，すなわち，好況時には異常に高い価格を実現するが不況期には崩壊す

るような価格協定となすに止まるということ， これは疑いのないところである。」

( S. 276，訳（中） p.23.) 
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v.結ひ、にかえて

「金融資本」の基底をなす「独占形成」論の十全な展開， すなわち，企業規

模の格差を伴う資本の集中＝集積論（競争論）の展開にとって， 信用制度論的

アプローチが不可欠の構成要因をなすというのが， ヒルファディングの捉えた

「金融資本」析出のための接近視角であった。この意味において，「金融資本」

は金融市場との総体的関連のもとに把握されているといいうるのであって， 注

意すべき乙とは， この場合，金融市場の措定が資本の集中＝集積論の視角から

要請されたものだという点であろう。資本の集中＝集積の進展は，金融市場・

株式会社を前提とする信用制度の構造変化＝「兼営」銀行への移行を要請し，こ

の媒介機構の成立によって， 利潤率均等化機構のもとでの集積の不均等発展が

おし進められることになるのである。 この関連のもとに構成された「緊密化」

の論理が， あまりに無媒介的に「産業支配」の可能的契機の析出論へと傾斜し

ている点に方法上の難点があるにしても， 資本の集中＝集積論の視角から信用

制度論の展開が要請され， 信用制度の構造変化が独占形成において果たす役割

を明確に位置づけている点にこそ， ヒノレファディングの提起した方法上の特質

があるといわねばならない。

このように，「独占形成」論が単なる形態論的な独占分析としてではなく，体

系構成全体を規定する資本の集中＝集積視角から， 信用制度との関連のもとに

これを把握している点に， ヒルファデイングの最も基底的な「金融資本」把握

の方法が呈示されているとすれば， 信用制度論的アプローチからの「銀行と産

業との緊密化」論もまた， 単に「金融資本」範噂との形式的な「支配」規定上

の対応関係でのみ考察されることなく， 独占形成に向けての信用制度の構造変

化とその役割という構造的な観点から， 綜合的に考察される必要があることは

いうまでもないり。

〔註〕

1）ヒJレファディングは信用制度の構造変化論，すなわち「兼営」銀行への移行論を，
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銀行制度がその内部に造出する固定資本信用供与の論理的端緒（流動性の小さい投

下源泉の形成）の措定を起点として展開する。そして，この銀行機能においてすで

に株式購入の顧客を確保しうる契機が与えられることから，同一の投下源泉のもと

で，投下資本の流動性維持機構による以前以上の固定資本信用供与増大の契機と，

それのみならず自己資本増大の契機もあわせてここに析出されるものとした。固定

資本信用はこの自己資本増大の契機が与えられることによってはじめて本格的な信

用形態をとるものといってよい。しかし，このような固定資本信用の全面化とここ

に形成される「産業支配」の端緒は，株式所有による支配によってはじめて原理的

な支配形態を獲得しうるものであるから，いっそう自己資本の増大が要請されるこ

とになる。この論理段階に至ると自己資本増大が自己目的的化されて，前提的な固

定資本信用供与と株式売却先の確保による発行市場独占のもとでの「創業利得」の

取得が「産業支配」の重要な戦略となろう。第7章「株式会社」は，こうした展開

を射程に入れた論理設定法をとったものであるが， 「産業支配」論の論理構造の詳

細については，稿を改めて論ずることにしたい。




